
《個人情報の取扱いに関する事項》 

 当金庫は、個人情報の保護に関する法律（平成１５年５月３０日法律第５７号）に基づき、お客さまの個人情報を適切かつ適法な手段により取

得し、下記業務において当金庫および当金庫の関連会社や提携会社の金融商品やサービスに関し、利用目的の範囲内において利用させていただき

ます。 

記 

業務内容 利用者より代金回収の依頼を受け、代金回収先の預金口座からの振替資金を利用者の口座に一括して入金を行う業務 

利用目的 

①代金回収業務の申込受付のため 

②代金回収業務の利用に際する本人認証のため 

③代金回収業務に係るお取引の実施・管理のため 

④代金回収業務に係るご案内書面等の送付のため 

⑤各種お問い合わせへの対応のため 

⑥利用者との契約や法律等に基づく権利の行使や義務の履行のため 

その他 

当金庫は、あらかじめ利用目的を明確にして個人情報を取得いたします。また、業務の適切な運営から、お客さま本人の個人情

報取得に加えて、法人先との取引においては法人代表者の氏名等の個人情報を取得する場合がございます。 

なお、特定の個人情報の利用目的が、法令等に基づき限定されている場合には、当該利用目的以外でご利用いたしません。 

以上 

《ＨＳＫ－ネット代金回収サービスご利用規定》 

（提携 ＩＳ－ＮＥＴ） 

当金庫が提供する「ＨＳＫ－ネット代金回収サービス」（以下、「本サービス」という）の利用に関して、以下のとおり利用規定（以下、「本

規定」という）を定めます。 

 

第１条 サービスの概要 

１．本サービスは、本サービスの利用契約を締結した利用者ご本人（以下、「利用者」という）より代金回収の依頼を受け、代金回収先（以下、

「預金者」という）の預金口座から振替資金を引落し、利用者の口座に一括して入金を行うサービスをいいます。 

２．当金庫は、利用申込書（以下、「申込書」という）記載の回収代金入金口座店をとりまとめ店とし、会費等について、本サービスを利用した

ＨＳＫネットセンターによる収納事務の取扱を受託します。 

第２条 利用申込・変更申込 

１．本サービスを利用するには、本規定を熟読のうえ内容を理解し、その内容が適用されることを了承したうえで、申込書に所定の事項を記載し、

申込手続きを行うものとします。 

２．利用申込手続きを行う場合には、次の事項を遵守するものとします。 

（１）利用者は当金庫に普通預金口座又は当座預金口座を保有する法人、法人格のない団体、個人事業主、個人とすること 

（２）利用者は、本規定を遵守し、利用者の責任において本サービスを利用すること 

（３）データの受け渡しは、帳票、電子媒体、データ伝送を用いたデータ授受とすること 

３．本サービスの利用に関する利用者と当金庫との間の契約は、当金庫所定の方法による利用者の申込みに基づき、当金庫が申込みを適当と判断

し、承諾した場合に成立するものとします。 

４．当金庫は、次の場合には利用申込を承諾しないことがあります。なお、利用申込者は、この不承諾につき異議を述べないものとします。 

（１）利用申込時に虚偽の事項を届出たことが判明した時 

（２）その他、当金庫が利用を不適当と判断した時 



５．利用申込を当金庫が承認した後、利用申込者が前項のいずれかに該当することが判明した場合、当金庫はその承認を取消す場合があります。

ただし、承認が取消された場合でも、利用者は本サービスの利用により、既に発生した義務について本規定に従って履行する責任を免れないも

のとします。また、その場合に生じた損害について、当金庫はその理由の如何を問わず、いかなる責任をも負わないものとします。 

６．当金庫が申込書に使用された印影を届出の印鑑と相当の注意をもって照合し、相違ないものと認めて取扱いを行った場合は、それらの申込書

につき偽造、変造、盗用その他事故があっても、そのために生じた損害については、当金庫は一切責任を負いません。 

第３条 引落可能金融機関 

  当金庫は、引落可能金融機関について別途書面により利用者に通知するものとします。なお、提携金融機関以外の引落しは再委託扱いとなり

ます。 

第４条 届出事項の変更 

１．利用者はお申込口座等届出事項の変更があった場合には、直ちに当金庫所定の方法により届出るものとします。この届出の前に生じた損害に

ついては、利用者が全ての損害を負うものとし、当金庫は一切責任を負いません。 

２．利用者が届出を怠ったことにより不利益を被った場合、当金庫は一切責任を負いません。 

第５条 免責事項 

１．当金庫の責によらない通信機器、回線およびコンピュータ等の障害ならびに回線不通等の通信手段の障害等により取扱いが遅延・不能となっ

た場合、そのために生じた損害については、当金庫は一切責任を負いません。 

２．当金庫が所定の本人確認手続きを行い、取扱依頼者を利用者本人とみなして取扱った場合は、暗証番号等の偽造・変造・盗用・不正使用およ

びその他の事故によって生じた損害について、当金庫は一切責任を負いません。 

３．公衆回線、専用回線等の通信経路において盗聴等がなされ、利用者の暗証番号等の取引情報が漏洩したことによって生じた損害については、

当金庫は一切責任を負いません。 

４．前３項のほか、本サービスの取扱いについて紛議が生じた場合は、当金庫の責によるものを除き、当金庫は一切責任を負いません。 

第６条 損害賠償・損害負担 

１．利用者および当金庫はそれぞれの責により生じた損害を負担するものとします。利用者・当金庫いずれかの責によるか明らかでないときは両

者で協議して定めるものとします。 

２．利用者が本規定に違反する行為または不正もしくは違法な行為によって当金庫に損害を与えた場合、当金庫は当該利用者に対してその損害の

賠償を請求できるものとします。 

第７条 契約期間 

  本規定に基づく契約期間は、当金庫による利用承諾日から１年とします。ただし、契約期間満了日の２ヶ月前までに利用者または当金庫から

解約の申し出がない限り、契約期間満了日の翌日から１年間継続されるものとし、以後同様とします。 

第８条 サービス内容・規定等の変更 

１．本サービスの内容および本規定の内容について、本サービスの利便性向上または本サービスの運用に支障をきたす恐れがある場合、当金庫は

任意に変更できるものとします。 

２．本サービスの変更内容および本利用規定の変更内容は、当金庫ホームページでの表示、店頭での表示その他相当の当金庫所定の方法で公表す

るものとし、当金庫は公表の際に定める相当の期間を経過した日以降は、変更後の内容に従い取扱うこととします。なお、この変更によって生

じた損害は利用者が負担するものとします。 

第９条 通知手段 

  当金庫は利用者に対し、取引依頼内容等について確認を要する場合に通知・照会・確認等をすることがあります。利用者は、当金庫からの通

知・照会・確認等の手段として、郵便、電話、ＦＡＸ等が利用されることに同意するものとします。 

第１０条 関係規定の適用・準用 

  本規定に定めのない事項については、普通預金規定、当座勘定規定等関係する規定により取扱います。これらの規定と本規定との間に齟齬が

ある場合、本サービスに関しては本規定が優先的に適用されるものとします。 

第１１条 禁止行為 

１．利用者は、本規定に基づく利用者の権利および預金等を譲渡、質入れ等することはできません。 



２．利用者は、本規定に定める事項を遵守する他、本サービスにおいて以下の行為をしてはならないものとします。また、当金庫は、利用者が本

サービスにおいて、以下の行為を行い、または行う恐れがあると判断した場合、必要な措置を講じることができるものとします。 

（１）公序良俗に反する行為 

（２）犯罪的行為に結びつく行為 

（３）他の利用者または第三者の著作権、商標権、その他の権利を侵害する行為、またはその恐れのある行為 

（４）他の利用者または第三者の財産、プライバシーを侵害する行為 

（５）他の利用者または第三者を誹謗中傷するような行為 

（６）他の利用者または第三者に不利益を与えるような行為 

（７）本サービスの運営を妨げるような行為 

（８）本サービスで提供される情報を不正の目的をもって利用する行為 

（９）当金庫の信用を毀損するような行為 

（１０）風説の流布、その他法律に反する行為 

（１１）自分以外の人物を名乗ったり、代表権や代理権がないにもかかわらず会社などの組織を名乗ったり、または他の人物や組織との提携、 

協力関係を偽る等の行為 

（１２）その他、当金庫が不適当・不適切と判断する行為 

第１２条 機密保持   

利用者は、本契約により業務処理上知り得た事項について、外部に漏洩してはならないこととします。 

第１３条 取引の移管 

 お申込口座または回収代金入金口座の取引が店舗の統廃合等、当金庫の都合で移管された場合、原則として本規定に基づく契約は新しい取引

支店に移されます。なお、利用者の都合で移管する場合は、契約内容の変更手続きが必要となります。 

第１４条 反社会的勢力でないことの表明・確約 

１．利用者は、現在、暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった時から５年を経過しない者、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋等、社会

運動等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団等、その他これらに準ずる者（以下これらを「暴力団員等」といいます。）に該当しないこと、およ

び次の各号のいずれにも該当しないことを表明し、かつ将来にわたっても該当しないことを確約するものとします。 

（１）暴力団員等が経営を支配していると認められる関係を有すること。 

（２）暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる関係を有すること。 

（３）自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的または第三者に損害を加える目的をもってするなど、不当に暴力団員等を利用してい

ると認められる関係を有すること。 

（４）暴力団員等に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関与をしていると認められる関係を有すること。 

（５）役員または経営に実質的に関与している者が暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有すること。 

２．利用者は、自らまたは第三者を利用して次の各号の一つにでも該当する行為を行わないことを確約するものとします。 

（１）暴力的な要求行為 

（２）法的な責任を超えた要求行為 

（３）取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為 

（４）風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて当金庫の信用を毀損し、または当金庫の業務を妨害する行為 

（５）その他前各号に準ずる行為 

第１５条 暗証番号、委託者コードについて 

１．利用者が使用する「暗証番号」は、利用者があらかじめ当金庫所定の申込書により当金庫へ届出るものとします。 

２．当金庫は、利用者からの申込に基づき作成した「委託者コード」を所定の方法により、利用者に通知します。 

３．万が一、「暗証番号」を失念または漏洩した場合は、利用者は速やかに当金庫へ連絡し、必要な手続きを行うものとします。なお、当金庫へ

の届出前に生じた損害については当金庫は一切責任を負いません。 

 



第１６条 利用時間 

本サービスの利用時間は、当金庫の営業時間とします。当金庫はこの利用時間を変更する場合があります。変更する場合には、利用者に事前

に通知または公表するものとします。 

第１７条 手数料 

１．本サービスの利用にあたっては、利用者は当金庫所定の振替手数料、取扱手数料等ならびにこれに係る消費税相当額（以下、「手数料等」と

いう）を支払うものとします。なお、代金回収にかかる手数料については、請求件数１件ごとの振替手数料とします。 

２．代金回収手数料の支払方法 

（１）提携金融機関扱い 

手数料等を１ヶ月分取りまとめのうえ、合算して当金庫所定の日に申込書記載のご利用手数料引落口座から自動的に引落いたします。 

（２）再委託扱い 

振替手数料については、振替資金より差引きいたします。取扱手数料については、１ヶ月分取りまとめのうえ、合算して当金庫所定の日に

申込書記載のご利用手数料引落口座から自動的に引落いたします。 

３．本サービスの手数料等は、当金庫所定の方法により普通預金規定、総合口座取引規定、当座勘定規定（当座勘定貸越約定を含む）の各約定の

定めにかかわらず、預金通帳および払戻請求書、当座小切手の呈示なしに手数料引落口座から自動的に引落とします。 

４．当金庫は本サービスの手数料等について、新設あるいは変更する場合があります。新設または変更する場合には、利用者に事前に通知または

公表するものとします。利用者は、手数料の新設または変更後に本サービスを利用した場合、その内容を異議なく承諾したものとし、この新設

または変更に同意しない場合はこの契約を解約することができるものとします。 

第１８条 預金口座振替依頼書の受理 

１．利用者は預金者から、預金口座振替依頼書（以下、「依頼書」という）および預金口座振替申込書（以下、「口座振替申込書」という）を受

付し、初回振替日の６０日前までに当金庫のとりまとめ店へ提出ください。 

２．当金庫は、依頼書および口座振替申込書の記載事項を確認のうえ受理し、口座振替申込書に確認印を押印し、利用者へ送付します。なお、提

携金融機関の取扱に係るものについては、当金庫は口座振替申込書に提携金融機関の確認印を受け、利用者へ送付します。 

３．当金庫は、依頼書に印鑑相違その他の不備事項があるなど、当金庫または提携金融機関の確認が得られない場合は、速やかに利用者へ返送し

ます。 

第１９条 代金回収の手続き 

１．口座振替請求を依頼する場合は、当金庫所定の方法により所定の時限までに口座振替を請求してください。 

２．当金庫および提携金融機関は、依頼を受けた請求明細に基づいて、振替日に預金者の預金口座から口座振替処理を行います。この預金者の預

金口座からの引落は、預金者から当金庫に提出された依頼書に基づいて行うものとします。 

３．当金庫は、当金庫および提携金融機関における前項の引落処理による振替資金を取りまとめ、当金庫所定の日までに申込書記載の回収代金入

金口座に入金します。 

４．利用者は、振替不能分について再度預金口座振替により請求する場合、次回預金口座振替時の請求明細に含めて請求します。この場合、再請

求分と次回請求分を同時に請求するときは、その引落しについて優先順位をつけません。 

５．預金者に対する通知は、利用者の責任において行うこととします。 

６．預金者の預金口座からの引落が複数ある場合で、その引落総額が預金口座より引落とすことができる金額を超える時は、そのいずれを引落と

すかは当金庫および提携金融機関の任意とします。 

７．請求内容について、利用者と当金庫の間に疑義が生じた場合は、当金庫が保存する電子的記録等の取引内容を正当なものとして取扱します。 

第２０条 振替日および受付時間・最終時限等 

１．振替日は、申込書記載の日とします。ただし、振替日が当金庫休業日となる場合は原則翌営業日の振替とします。振替日を変更する場合は、

利用者より預金者に対して周知徹底を図るものとし、当金庫は預金者に特別な通知等は行いません。 

２．取消可能時限は、口座振替請求の受付最終時限までとします。 

 

 



３．口座振替請求の振替日および受付期間・最終時限は以下のとおりとします。 

引落金融機関 
振替日 

（当金庫休業日の場合、翌営業日） 

受付期間・最終時限 

県内提携信用金庫扱い 
ご指定の日 振替日の１ヶ月前から６営業日前の１２時まで 

県内提携金融機関扱い 

ＩＣＣ北陸３県提携金融機関 

再委託扱い 

２日、１２日、２２日 振替日の１ヶ月前から８営業日前の１２時まで 

ＩＣＣ全国提携金融機関 ６日 振替日の１ヶ月前から１２営業日前の１２時まで 

第２１条 振替結果明細の還元および振替資金の口座入金 

１．振替結果明細の還元および振替資金の口座入金は、以下のとおりとします。 

引落金融機関 ご指定口座への入金 振替結果明細の還元 

県内提携信用金庫扱い 
振替日の４営業日後 振替日の４営業日以降  

県内提携金融機関扱い 

ＩＣＣ北陸３県提携金融機関 
再委託扱い 

振替日の５営業日後 振替日の５営業日以降  

ＩＣＣ全国提携金融機関 振替日の７営業日後 振替日の７営業日以降  

２．振替結果明細の結果記録は以下のコード表のとおりとします。 

不能理由 振替結果コード 

振替済 ０ 

資金不足 １ 

取引なし ２ 

預金者の都合による振替停止 ３ 

預金口座振替依頼書なし ４ 

引落金融機関障害等 ７ 

委託者の都合による振替停止 ８ 

その他 ９ 

３．振替結果の通知方法は、ご契約の媒体に準ずることとします。 

第２２条 帳票の取扱 

請求明細は金融機関一覧表を参照し、区分ごとに分けて記入するものとします。 

１．定額型 

（１）初回の請求時に「定額型・代金回収データ登録報告書」（以下、「定額型報告書」という）を記入し、初回振替日の１ヶ月前までにとり

まとめ店へ提出ください。 

（２）二回目以降の請求より、請求明細に追加・変更・削除が生じた場合、利用者は定額型報告書にその旨を記載し、所定の時限までにとりま

とめ店へ提出ください。所定の時限までに定額型報告書の提出がない場合は、前回の請求明細に基づき口座振替処理を行います。 

２．標準型 

（１）初回の請求時に「標準型・代金回収データ登録報告書（初回振替用）」を記入し、初回振替日の１ヶ月前までにとりまとめ店へ提出くだ 

  さい。 

（２）二回目以降の請求より、利用者は「標準型・代金回収データ登録報告書」（以下、「標準型報告書」という）に請求金額を記入し、所定 

  の時限までにとりまとめ店へ提出ください。 

（３）標準型報告書の登録内容に追加・変更・削除が生じた場合、利用者はその旨を記載し当金庫へ提出ください。 

第２３条 データ伝送の取扱 

１．データ伝送利用に際しては、あらかじめ届出の暗証番号により、所定の方式で送信してください。 

当金庫が受信した委託者コード・暗証番号と、当金庫があらかじめ指定した委託者コード、および届け出済みの暗証番号の一致を確認した場

合は、当金庫は正当な利用による依頼とみなします。 



２．ファイル伝送とは別に、当金庫へ伝送データの合計件数・金額等を速やかに当金庫所定の方法で通知してください。当金庫は、依頼内容につ

いてこの通知を受信した時点で確定したものとします。 

３．通信混雑等による回線の不通および機器障害ならびに天変地異その他やむを得ない事由により、データの送信が遅延または不能となる場合、

そのために生じた損害については、当金庫は一切責任を負いません。 

第２４条 電子媒体の取扱 

電子媒体利用に際しては、正・副を作成のうえ、送付確認票を添付して当金庫へ提出ください。 

第２５条 データ伝送、電子媒体の仕様ならびに記録内容 

データ伝送、電子媒体の仕様ならびに記録内容については、別添「ＨＳＫ－ネット代金回収サービスレコードフォーマット仕様書」の定めに

従うものとします。ただし、顧客番号２０桁のうち上１０桁は当金庫にて使用します。 

第２６条 口座振替の解約・変更通知 

１．預金者の引落指定口座が当金庫にある場合、預金者の申し出または当金庫の都合により預金者との預金口座振替契約を解約または変更したと

きは、当金庫は利用者にその旨を通知します。 

２．預金者の引落指定口座が提携金融機関にある場合、預金者の申し出または提携金融機関の都合により預金者との預金口座振替を解約または変

更した旨、当金庫が提携金融機関より通知を受けたときは、当金庫は契約者にその旨を通知します。 

３．預金者が引落指定口座を解約した場合、当金庫は第１項および第２項の利用者に対する通知は行いません。 

４．口座振替契約の解約手続きは、利用者が当金庫所定の方法により行うものとします。 

第２７条 預金者への通知等 

当金庫は、口座振替に関して、預金者への領収書や振替済通知書等の作成・郵送、または入金の督促等は行いません。 

第２８条 サービスの解約 

１．本サービスは当事者の一方の都合で、書面による通知によりいつでも解約することができるものとします。なお、利用者からの解約の通知は、

当金庫所定の書面によるものとします。 

２．利用者が当金庫に対し、本サービスに関する何らかの債務を負担している場合は、解約時に全額を支払うものとします。 

３．利用者に次の各号の事由が一つでも生じた場合には、当金庫は本サービスを解約できるものとします。この場合、利用者への通知の到着のい

かんにかかわらず、当金庫が解約の通知を利用者の届出住所にあてて発信した時に本サービスを解約されたものとします。 

（１）支払停止または破産手続開始、民事再生手続開始、会社更生手続き開始もしくは特別清算開始、その他今後施行される倒産処理法に基づ

く倒産手続き開始の申立があった時、あるいは利用者の財産について仮差押え、保全差押え、差押えまたは競売手続きの開始があった時 

（２）手形交換所または電子債権記録機関の取引停止処分を受けた時 

（３）住所変更の届け出を怠るなど利用者の責に帰すべき事由によって、当金庫において利用者の所在が不明になった時 

（４）相続の開始があった時 

（５）支払うべき所定の手数料の未払い等が発生した時 

（６）１年以上にわたり本サービスの利用がない時 

（７）解散、その他営業活動を休止した時 

（８）第１４条第 1 項のいずれかに該当した場合、もしくは第１４条第２項のいずれかに該当する行為をした場合、または第１４条第 1項に基 

づく表明・確約に関して虚偽の申告をしたことが判明した時 

（９）本規定に違反した時 

（１０）お申込口座および回収代金入金口座を解約した時 

（１１）その他、前各号に準じ、当金庫が本サービスの利用中止を必要とする相当の事由が発生した時 

第２９条 サービスの廃止 

１．本サービスで実施しているサービスの全部または一部について、合理的かつやむを得ない事由がある場合は、当金庫は本サービスを廃止する

場合があります。その場合は、事前に相当な期間をもって当金庫所定の方法により通知または公表するものとします。 

２．の一部廃止時には、本規定を変更する場合があります。 


